























































東洋法学　第57巻第 1号（2013年 7 月）
403














































































がいないときの帰属については、被相続人の死亡当時 遺産の所在地の法律を適用する。 」 規定 ている。　
それに対して、建議稿第四〇条「相続人不存在の遺産の処
理」は、次のような規定である。　「相続人不存在の財産の処理について、被相続人死亡時の遺産所在地法を適用する。 」　本条は、相続人不存在の財産の処理について規定してい






















「中華人民共和国相続法」 、および、一九八六年の「中華人民共和国民法通則」のいずれにも明確な規定が設けられて なかった。しかし、一九八八年の「最高人民法院〈中華 民共和国民法通則〉貫徹執行に関する若干問題の意見
（試行）
」
第一九一条は、次の解釈規定を設けた。その内容は次 通りである。 「中国域内において死亡した外国人が中国域内に遺した財産について、相続人または受贈者 いない場合 中国の法律によって処理する。両国が締結また 加盟した国際条約にその他の規定が設けられている場合を除く。 」と規定ている。外国人の中国域内の遺産は、中国法すなわち遺産所在地法によって処理されると言え 中 はすでに四〇余りの国々と領事条約を締結し、そのいず も派遣国国民の受入国における遺産相続問題に関連する 容を規定 て るが、しかし、相続人不存在財産およびその法律適用問題を明確にしておらず 殆ど、 は派遣国国民の受入国に遺した遺産
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同様である。しかし、現行法においては 遺言の実質的成立要件についての規定が置かれていな のに対して、建議稿は、遺言作成能力に関する規定を置 ている点等に見られるように より精緻である。現行法が簡明性を立法の方針とした結果であろうと思われ
（じょ・ずいせい
　
東洋大学法学部非常勤講師）
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